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※日本共産党は
　以上の見解を
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武田防災担当相（左端）に申し入れる（右へ）小池書記
局長、穀田国対委員長、武田参院議員＝7月27日、内閣府

　新型コロナウイルス感染が
急拡大しています。共産党の
志位和夫委員長は７月28日、
政府に緊急に申し入れを行
い、感染震源地（エピセン
ター）を明確にし、その地域
に住み、働く人たち全員を対
象にPCR検査を実施するこ
とが急務だと求めました。

　志位氏は、全国各地域で
「検査の拡充を」「情報開示を」
と求める市民的運動を起こす
ことを呼びかけました。
（裏面詳報）

＊エピセンター　感染者・特に無症
状の感染者が集まり、感染が持続
的に集積する地域

　共産党の小池晃書記局長は７月
27日、内閣府内で武田良太防災
担当相と会談し、７月豪雨災害に
ついて、避難生活の改善や生業
の再建などを支援する17項目の
具体策を申し入れました。
　新型コロナ感染症対策に追われ
る中での豪雨災害。特に熊本は熊

本地震からの復興途上。三つの困
難が重なるという複合災害です。
これまでにない規模とスピードの
力強い支援が必要です。申し入れ
は「『だれ一人あきらめさせない
復興』のため、被災実態に即した、
県や地域による差をつけない支
援」を求めています。

郵便振替
▼口座番号　00170－９－140321
▼加入者氏名　日本共産党災害募金係
※通信欄に「2020年豪雨災害救援募金」と必
ずご記入ください。手数料はご負担願います。

お預かりした救援募金は、
日本共産党の政治活動のた
めの資金と区別し、全額を
被災者救援、被災自治体へ
の義援金に充てます。
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感染力のある無症状者をみつける

ありえない検査数159位
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　共産、立憲、国民、社民、
社保の野党５党派の党首らは７
月30日に会談し、憲法53条に
基づいて早期の臨時国会召集
を求めることで一致しました。
またPCR等検査の抜本拡充が
必要との認識で一致しました。
　新型コロナ感染が急拡大し、
豪雨災害も相次いでいますが、
安倍首相は国会に出席していま
せん。会談では、新型コロナで
医療が崩壊直前の状況だとし
て、一刻も早く国会を開いて、
夏休み返上で役割・責任を果た
すべきと確認しました。

　会談後の記者会見で共産党
の志位和夫委員長は、「国民の
命を守る特別の事態。大いに世
論を起こし、国会開催を勝ち取
りたい」と表明しました。

　無症状の感染者などが集まり、感染が持
続的に集積する感染震源地が広がりつつあ
ります。

①感染震源地（エピセンター）を明確にし、その地域の
住民、事業所の在勤者全体にPCR検査等を実施する
②地域ごとの感染状況の情報を住民に開示する
③医療機関、介護施設、福祉施設、保育園・幼稚園、
学校などの集団感染リスクの高い施設の職員等への定
期的なPCR検査を実施
④陽性者を隔離・保護・治療する体制を緊急につくり上
げる

　無症状の感染者には、感染力のある人と
ない人がいます。感染力がある人を見つけ
出し、保護・隔離することが必要です。その
ためには感染震源地を明確にして、その地
域で網羅的な検査を行うことが必要です。

　PCR検査は、感染者の約３割が陽性にな
りません。しかし感染力の有無は唾液など
にウイルスが存在すれば正確につかめると
いわれています。検査目的を防疫－感染拡
大の抑止において検査を広げるべきです。

　どうやって感染拡大を抑止するのか。も
う一度緊急事態宣言をしてすべての行動を
制限する道を選ぶなら、日本の社会と経済
に大きな打撃は避けられません。緊急事態
宣言は回避しなければなりません。
　宣言回避のためには、検査の抜本的拡大
しかありませんが、やみくもに検査を広げ
ても解決は得られません。感染震源地を明
確にしてそこを網羅的に検査することこそ
緊急に求められています。

　日本のPCR検査の人口比での実施数は世界
で159位。この異常な遅れはどんな言い訳も通
用しません。
　政府が、自治体、大学、研究機関、民間の
検査会社など、あらゆる検査能力を総動員し、
すみやかに行動すべきです。

東京都江東区が同区医師会と連携して
設置したＰＣＲセンター（同区提供）


